
代表質問４人以上の要件の改善を求め 

議会活性化について議長へ申し入れ 
熊本市議会活性化委員会では、代表質問の設置と政務活動費について

「小委員会」を作り、論議がされてきました。（公開での審議を求めまし
たが、非公開で開催）小委員会では、自民・公明・くまもと未来・市民
連合が地方自治法 112 条を根拠に議案提案権である 12 分の１である 4
人以上を提案しています。日本共産党市議団は、公正・公平な「代表質
問」と透明性の高い「政務活動費」への改善を求め、三島良之議長に申
し入れました。 

 

＜ 日本共産党市議団の要望項目 ＞ 
１、代表質問ができる会派要件を 1 名以上も認めること。少なくとも、
現在の交渉会派要件 3人以上を採用すること 

２、代表質問の制度化は、議員全体にかかわるものであり、1 人会派も
含めて、納得の行く論議を行うこと 

３、議会活性化のために、一般質問の年 1回の回数制限をなくすこと（政
令市での回数制限は、相模原市年 2回以内、浜松市年 1回だけ） 

４、政務活動費の使途基準は、「実費弁償」が原則であり、ガソリン代使
途基準は、「月間走行距離の 2 分の１を上限とし、1 ㎞当たり単価を
37円とする」基準は中止すること。タクシー代金は、利用先を記載し、
使途基準として「不案内な地域の移動や、公共交通の利用の困難な場
合、議員に身体的な支障がある場合等」と明確にすること 

 

人員要件 都 市 名  ( )内は、議員定数 
会派に所属しない議員も可 堺市（52）、神戸市（69） 
会派要件である 2人以上 さいたま市（60）、千葉市（54）、京都市（69）、

福岡市（62） 
交渉会派要件 3人以上 札幌市〈68〉、川崎市（60）、相模原市（49）、

岡山市（52） 
   〃  4人以上 新潟市（56）、静岡市（48）、浜松市（46） 
   〃  5人以上 仙台市₍56）、横浜市₍86）、名古屋市（75）、

大阪市（86）、北九州市（61） 
＊代表質問の時期については、第１回定例会や市長・議員改選後初の
定例会で実施、登壇回数は制限なし、発言形式は、登壇し、一括質
問・1問１答は選択制など合意しています。 

＊代表質問の質問時間は、60分（答弁含む）と提案されていますが、
一般質問の現行 90 分（質問のみ）の時間制限につなげない事や一
般質問の回数制限をなくすことを求めています。 

 
 
 

政令市における代表質問要件（会派所属議員数）比較 
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 登録者数・発注件数・発注 
金額ともに、過去 5年間ほと 
んど伸びていません。 
小規模修繕登録制度の対象事 
業は、金額で 2.6億円です。 
この制度が活用されているの 
は、わずか 16.7％です。 
 この制度の目的は、小規模業者の

活用で、受注機会の拡大を図ること

です。今のままでは、十分に活用さ

れているとは言えません。 
 しかも、1,183件の発注の内訳は、

一番受注の多い業者が 211 件、2
位・3位が 100件、上位 3社で総発

注件数の3分の1以上を占めていま

す。登録業者のうち、受注したのは

94社で、37社は全くなしです。 
 発注機会の拡大によって、公平な

発注にしていくべきです。 
 局ごとの発注件数にも、大きな差

があり、対象事業の差はあるにして

も、ほとんど制度を活用していない

部局もあります。すべての局で、積

極的な制度の活用が求められます。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 市営住宅 140団地は、すべて指定

管理者制度で民間事業者（不動産業）

に管理されています。空室修繕・入

居中小修繕・居住環境整備の契約を

指定管理者である不動産事業者が随

意契約で行っています。 
 
 発注業者は、小規模修繕登録業者

となっていますが、どの工事でもご

く一部の業者に発注され、全く受注

できなかった事業者が 8～９割です。 
一方、一番多い事業者は 553件も受

注しています。 
 
 相見積を取っての随意契約ではあ

るものの、小規模修繕登録をした業

者から 70 社を抽出し、そこへ発注

するやり方です。これでは、多くの

業者に受注の機会がありません。 
市営住宅の工事は、公の工事です。

熊本市の工事契約に準じた公平・公

正・透明性のある契約とすべきです。 
 2 億円を超える工事契約を指定管

理者（民間不動産業者）に丸投げす

るべきではありません。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

小規模修繕登録制度 公平公正な発注と、発注額の拡大を！ 

年度 登録者数 発注件数 発注金額（円） 

2009  119 1,181 49,478,770 
2010  177 1,087 44,877,434 
2011  137 1,134 54,973,630 
2012  170 1,143 46,767,978 
2013  131 1,183 43,357,919 
    ＊2014年度の登録業者数は 151社です。 

【局ごとの発注実績】 
（局） 件数 発注額（円） 

総務 0      0 
企画振興  6   489,405    
財政  6   117,705 
健康福祉子ども 84  2,928,213 
環境  5   369,422 
農水商工 11   357,188 
観光文化 43  1,435,360 
都市建設 72 13,245,614 
中央区 4   158,800  
東区  5   128,560 
西区  8   389,875 
南区 31   984,005 
北区 28   814,712 
消防  8   396,585 
教育委員会 871  21,406,647 
水道  1   135,828 
 

指定管理者に契約「丸投げ」はダメ！ 

【空室修繕】 

  18業者に 407件発注 
 （事業者ごとの受注件数） 
   50件以上・・・2社   
   31～50件・・・1社 
   11～30件・・・7社 
   1～10件・・・8社 
   受注なし・・133社（88％） 
【入居中小修繕】 

  32業者に 4158件発注 
 （事業者ごとの受注件数） 
   500件以上・・・1社 
   301～500件・・・5社 
   101～300件・・・8社 
   11～100件・・・11社 
   1～10件・・・7社 
   受注なし・・119社（79％） 
【居住環境整備】 

  8事業者に 101件発注 
 （事業者ごとの受注件数） 
   11～20件・・・5社 
   1～10件・・・3社 
   受注なし・・93社（92％） 
 

【市営住宅】2億円を超える工事契約を民間不動産業者がすべて随意契約 

 

500件以上受注の一方、受注なし9割 

上位3社で400件受注の偏った発注では、登録業者も増えません 

日本共産党市議会だより 2014年 10月 12日号（№920） 

 

 


